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粘り強い堤防構造の開発
FRESH BANK 工法

北　島　　　明

「FRESH BANK工法」は，既設の海岸堤防を“粘り強い構造”にするために，強度，変形性，耐侵食
性に優れた「砕・転圧土」で既設の堤防の表面を補強することにより，堤体本体を波浪や津波の越流によ
る侵食から防護する機能を持たせたものである。
この「砕・転圧土」は湖や港湾に堆積した底泥土をセメント系固化材により土質改良して築堤土を製造

する工法で，すでにフィルダムやため池の改修工事で実績を上げている。砕・転圧土は変形性能に優れ，
かつ任意の強度を設定できるため既設堤防の耐震性が向上し，津波越流時の侵食防止に大きな効果がある。
ここでは砕・転圧土の対侵食性能を評価するために実施した一連の室内試験についてその結果を報告する。
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1．はじめに

海岸堤防やフィルダムなどの土を主体とした構造物
は，水による侵食に非常に弱いため，従来では想定さ
れる波高よりも高い堤高を確保することとしていた。
しかし，今回の東北地方太平洋沖地震では「想定を超
える」津波が発生し，堤防を越流したことにより深刻
な被害を受けたが，今後，どのような津波に対しても
絶対に越流しない堤高を確保することは経済性や用地
の確保等を考慮すると事実上不可能だと言える。そこ
で今後の海岸堤防には，減災を目指した構造上の工夫
が盛り込まれた「粘り強い構造」の早期開発が望まれ
ている。
震災後に開催された中央防災会議「東北地方太平洋
沖地震を踏まえた地震・津波対策に関する専門調査…
会」1）によると，この「粘り強い構造」の基本的な考
え方は，津波が海岸堤防等の天端高を越流した場合で
あっても，施設が破壊，倒壊するまでの時間を少しで
も長くする，あるいは，施設が完全に流失した状態で
ある全壊に至る可能性を少しでも減らす構造上の工夫
を施すこととしている。
今後，わが国全土で進められる海岸堤防の改修に向
け多様な工法が検討されているが，これらの開発に当
たっては機能だけではなく良好な資材の枯渇や景観保
全への対応も求められる。このような背景を踏まえ，
耐震性に優れ，浚渫土砂などの不良土を有効利用でき
ることから，フィルダムやため池など多数の耐震改修

施工実績を持つ「砕・転圧盛土工法」2），3）を用いた，
粘り強い海岸堤防の築造技術を提案し適用性と設計手
法を検討した。 

2．技術の概要

（1）新しい堤防構造
地震被害の調査から，写真─ 1に示すように今回

の津波により破壊された海岸堤防には，越流した津波
により土構造物である堤防本体が侵食されたことによ
り破壊に至った例が多数見受けられた。従来では張り
ブロック等による三面張り構造で堤体を侵食から保護
する方法が一般的ではあるが，堤体自体にも耐侵食性
能を付加する方がより安全性は高まると考えられる。
そこで，「砕・転圧土」と呼ばれる改良土で堤体を
被覆することにより，既設の堤防を「粘り強い構造」
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写真─ 1　浸食により破壊に至った堤防
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に改修できる新しい堤防構造を提案したい。具体的に
は，図─ 1に示すように津波越流時の侵食の影響が
最も大きいと考えられる陸側法面に腹付け盛土を施工
する場合や，図─ 2に示すように二線堤としての機
能を期待する海岸付近の道路を嵩上げする場合などが
考えられる。

（2）砕・転圧盛土工法の特徴
砕・転圧盛土工法は，本来，ため池やフィルダムの
改修を目的として開発した工法である。図─ 3に示
すように，本工法ではため池やフィルダムに堆積した
底泥土などの超軟弱土をセメント系固化材により改良
し，築堤土として活用することにより，底泥土の廃棄
処分と良質な築堤土の入手を同時に達成することが出
来る特徴を持つ。現在までにため池 11 箇所，フィル
ダム 2箇所での施工実績がある。2007 年に本工法に
より耐震改修工事が竣工した菜切谷池（宮城県加美郡）
においては，先の東北地方太平洋沖地震直後に実施し
た被害調査においても堤体には損傷が全く見られな

かったことから，その耐震性の高さを確認している。
本工法の最大の特徴は，改良土としての強度を維持し
つつ，一般の堤体土と同等の変形性能を有することで
耐震性能を向上させることに加え，固化材のセメン
テーションにより粘着力成分が付加されることで，低
拘束圧領域においても強度を発揮する為，侵食にも強
いことが挙げられる。

3．耐侵食性能実証試験

土質の相違による侵食への影響を調べるために，堤
防模型を使った越流試験および矩形の供試体を使った
侵食試験を実施し，それぞれの土質の耐侵食性能を評
価した。

（1）小型越流試験
今回の津波災害で新たに注目を集めることになっ
た，裏法面（陸側法面）の侵食を調べるために，堤防
模型に孤立波を複数回越流させる越流試験を実施して

図─ 3　砕・転圧盛土工法の概要

図─ 4　小型越流試験の概要 写真─ 2　小型越流試験の状況

図─ 1　粘り強い堤防構造の例（海岸堤防） 図─ 2　粘り強い堤防構造の例（道路の嵩上げ）
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耐侵食性について調査した。
（a）試験の概要
小型越流試験は造波水槽を使用して図─ 4に示す

ような堤防模型に孤立波を複数回越流させて，その越
流回数と試料の流失量の関係を求めた。津波はその波
高が 120 mmの孤立波であり，別途実施した計測結果
から最大越流速度 v≒ 115 cm/s である。堤体模型の
表法面（海側法面）～堤防天端は金属製とし，裏法面
を含む陸側堤体を 4種類の土質試料で作製した。試験
状況を写真─ 2に示す。
（b）供試体の作製
越流試験に使用した試料は海砂（浜岡砂），粘土（藤
森粘土），混合土（浜岡砂と藤森粘土を乾燥重量比で 1：
1 に混合したもので一般的な堤防材料を想定してい
る），砕・転圧土（藤森粘土を原料にセメント系固化
材で改良したもの）の 4種類とした。試料は実際の工
事を想定して含水比を調整し，ランマーにより突き固
めた後，端面を整形して作製した。
（c）試験結果
供試体の流失量の測定はレーザー距離計を使用して
所定の越流回数ごとに測定した。供試体上部に水平な
メッシュ板を設置し，任意の地点から供試体表面まで
の距離を測定することにより，三次元的に供試体体積
を測定し，初期状態との差分を流失量として推定し
た。試験結果を図─ 5に，試験後の供試体を写真─ 3

に示す。
図─ 5から海砂は越流回数N＝3回で堤体積の 30％

以上が侵食されて流失していることがわかる。また，
一般的な堤防土に近い粒度だと思われる混合土につい
てはN＝20 回で 10％強の侵食に留まっているが，越
流した波浪が流下して剥離する法尻部分の侵食が激し
く，基礎部分が今回の実験のように金属でなく普通の
地盤だった場合，さらに侵食が進行すると予想され
る。一方，砕・転圧土はほとんど損傷が見られず，高
い耐侵食性能を有することを示している。

（2）中型越流試験
津波により張りブロックがすべて流失した場合を想
定して，平面水槽内に上流～天端～下流に至るまです
べて同一の試料により作製した堤防模型を設置し，小
型越流試験と同様の孤立波を複数回越流させる越流試
験を実施して耐侵食性について調査した。
（a）試験の概要
中型平面越流試験は造波装置を備えた長さ L＝50 m
×奥行きD＝50 mの平面水槽を使った試験で，60 cm
ごとに異なる土質で作製した長さ 180 cm の堤防模型

図─ 5　越流回数～流失割合関係（小型越流試験）

写真─ 3　小型越流試験後の供試体

写真─ 4　中型越流試験の堤防模型（試験前）

写真─ 5　中型越流試験の堤防模型（越流回数：30回）
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に小型越流試験と同様の孤立波を堤防軸と垂直に発生
させ，複数回越流させた。
（b）試験結果
試験開始前の堤防模型を写真─ 4に，30 回の孤立
波を越流させた後の堤防模型の様子を写真─ 5に示
す。この中型平面越流試験は越流回数ごとの流失量な
どの計測は実施していないが，写真からも分かるよう
に，耐侵食性は明らかに砕・転圧土＞一般的な堤防土
＞砂であることがわかる。また，小型越流試験と同様
に孤立波であるがゆえ，砂で作製した模型堤防は 1回
ごとに堤防内部の水が抜け，不飽和状態になることで
強度を回復しているため，30 回の越流試験後もある
程度の試料が残っているが，実際の津波のように越流
時間が数分も続く条件下では飽和状態となり，瞬く間
に消失すると思われる。

（3）侵食試験
越流試験結果から海砂や混合土と比較して，砕・転
圧土が侵食に対して強いことが定性的には評価できた
が，孤立波による越流時間は 1秒程度であり，侵食量
の計測等を実施した場合，最大で 5分程度の時間が開
くことになる。このような場合，海砂のような透水係
数の大きな試料では一度不飽和状態に戻るため強度が
回復し，連続的に数分～数十分の越流状態が継続する
実際の津波と比較した場合，耐侵食性能を過大に評価
する可能性がある。そのため，一定流速の水流を連続
的に供試体に供給できる侵食試験装置を新たに作製
し，土質や強度を変えた砕・転圧土を対象に侵食試験
を実施し，流速～侵食速度の関係を調査した。
（a）試験の概要
侵食試験は鈴木ら 4）を参考に図─ 6に模式的に示す
ように，矩形断面のパイプ底面に供試体格納箱を設置
した後，パイプ内に所定の流速の水を流すことにより
実施した。侵食量に応じて格納箱下部の底板を，スク
リュージャッキを介したモーター制御により上方へ押
し上げ底板の押し上げ速度＝侵食速度として，それぞ
れの供試体における流速と侵食速度の関係を調査した。
なお，底板の押し上げ速度の制御については，侵食
面が水平かつ滑らかとは限らないのでレーザー変位計
等での自動制御は困難と判断し，目視により押し上げ
速度を制御した。供試体をセットし所定の流速に達し
た後，供試体の押し上げ速度を調節しながら目視で押
し上げ量と侵食量が平衡していることを確認し，約 2
分間その状態を保持することにより侵食速度を測定し
た。試験の状況を写真─ 6に示す。

図─ 6　侵食試験装置の概要

図─ 7　侵食試験結果（混合土）

写真─ 6　侵食試験の状況

図─ 8　侵食試験結果（砕・転圧土）
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（b）供試体の作製
侵食試験に使用した試料は越流試験と同様の混合土
とNNカオリン粘土を原料とした砕・転圧土の 2種類
とした。砕・転圧土はw＝100％に調整したNNカオ
リン粘土にスラリー状のセメント系固化材を添加・混
合し，3日間養生モールド内で養生した後，最大粒径
Dmax が約 10 mm角になるようストレートエッジを
用いて砕いてから供試体格納箱（L100 mm ×
W100 mm× H100 mm）内で突き固めて作製し，さ
らに 7日間養生してから侵食試験を実施した。今回の
実験では侵食速度に及ぼす強度の影響を調査するため
に，ΔMc＝75，100，125，150 kg/m3 の 4 種類を作
製し，それぞれの固化材添加量の時の強度（一軸圧縮
強さ）も同時に調べた。

（c）試験結果
混合土の流速～侵食量関係を図─ 7に，固化材添
加量を変えた砕・転圧土の流速～侵食量関係を図─ 8

に示す。全体にばらつきが大きいのは，供試体作製時
に 6層に分けて突き固めを実施したため層状の供試体
となり，深さ方向に完全に均一な供試体を作製するの
が困難だったこと，侵食形状により管内の乱流が増長
され，供試体表面の流速が不均一であったこと等が要
因として考えられる。しかしながら流速が大きくなる
と侵食速度が大きくなる傾向は明らかで，それぞれの
強度の供試体に対して流速～侵食量関係は曲線で近似
できると考えられる。この図から近似曲線が x軸と
交わる点，すなわち侵食速度 E＝0（侵食されない流
速＝侵食限界流速）が存在することがわかり，その値
は固化材添加量（＝強度）に依存すると考えられる。
砕・転圧土の供試体における強度～侵食限界流速関係
を図─ 9に示す。

4．目標強度の設定方法

（1）砕・転圧土の強度について
砕・転圧土の強度は一軸圧縮強さと同義であり，固
化材による化学的なセメンテーションによるところが
大きいため，固化材の添加量により制御が可能であ
る。また，砕・転圧土は養生日数の増加に伴って発現
する強度が増加する性質を示す。この増加傾向は固化
材を添加してから 7～ 10 日程度で最終強度の 80％程
度に達し，以後の増加傾向は緩やかになるため，目標
強度の設定には固化材を添加してから 10 日目（砕い
て転圧してから 7日目）の一軸圧縮強さを使用する。

（2）目標強度の設定方法
砕・転圧土の目標強度の設定方法については，図─

10のフローチャートに示す通りとなる。すなわち，
津波による堤防越流の危険性のある地点において，レ
ベルⅡ地震により想定される津波に対して，既設の堤
高（嵩上げ計画がある場合は嵩上げ後の堤高）と予想
津波波高から堤防天端における流速および越流水深を
予測する。次に堤防の断面形状から津波が堤防を越流
する際の最大流速を予測し，この予測最大流速に対し
て侵食限界流速が大きくなるように砕・転圧土の目標
強度を設定する。目標強度が決まれば，使用を予定し
ている材料（浚渫土砂など）を使った室内配合試験か
ら固化材添加量を決定する。
実施工においては砕・転圧土は締固め機械で 1層ず
つ転圧して仕上げるため，一般的には堤高 5 m程度

図─ 9　砕・転圧土の強度～侵食限界速度関係

図─ 10　目標強度設定のフロー図
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の堤防の場合，保護層あるいは盛土層は水平幅で 2 m
以上，堤高 10 m程度では水平幅で 4 m以上は必要で
あり，砕・転圧土の垂直厚さではそれぞれ 1 ～ 2 m
程度は確保される。このため，想定を超える水流速が
発生して侵食が始まっても直ちに決壊に至る可能性は
低いと考えられる。
このように既設の堤防に耐侵食性能の付加を目的と
した改修を実施することで，例え津波が堤防を越流し
ても侵食に耐え，直ちに決壊に至らない堤防構造へと
改良することができる。

5．おわりに

一連の試験の結果，砕・転圧土は一般的な堤防土に
比較して耐侵食能力が高いことがわかった。また，侵
食速度～一軸圧縮強さの間には明確な関係が認められ
た。このような性質を持つ砕・転圧盛土を使用するこ
とで，既設の堤体に耐侵食性能を付加でき，一気に破
壊に至る可能性を低減することができると考えられ
る。また，近年ではその廃棄場所の確保が困難になり
つつある港湾の浚渫土砂等の超軟弱土を原料とできる
ため，資源の有効利用が可能である。
一方，先に指摘したように孤立波による越流試験と
連続的水流による侵食試験では供試体の飽和条件の相
違に加え，侵食試験では一定に保てる流速が越流試験
では変化することなど，試験条件の相違が挙げられ
る。このため，侵食を支配するパラメータについて同
等に比較はできないが，飽和状態での引張り強度と流

速が大きく影響を及ぼしているのではないかと推察で
きる。また，今回の一連の試験では各種類の築堤材料
の適用性を比較したものであり，相似則を用いた厳密
な越流回数の検証はしておらず，今後はこのような点
も踏まえて研究を進めて行きたいと考えている。
�
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